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わが国経済の状況は、個人消費が力強さを欠くものの企業収益や設備投資には底堅さ 

が見られ、緩やかな景気回復が続いている。 

このような中、本年も年の瀬を迎え、当地域経済を代表する本所議員の方々を対象に

｢２０１７年の経済展望｣に関するアンケート調査を実施した。 

調査の概要等は下記の通り。 

 

【アンケート調査の概要】 

 Ⅰ．調査期間  平成２８年１２月５日（月） ～ １２月１４日（水）まで 

〔前年調査  平成２７年１２月７日（月） ～ １２月１５日（火）〕 
 

 Ⅱ．調査対象  本所議員企業１５０社 

 

 Ⅲ．調査方法  Ｗｅｂ対応先（１４６社）、ＦＡＸ対応先（４社） 
 

 Ⅳ．回答状況  回答企業 ７６社（回答率５０.７％） 

〔前年調査  回答企業７９社（回答率５２.７％）〕 
 

 Ⅴ．回答企業内訳 

業種 回答社数 構成 

製造業 26 社 34.2% 

建設業 8 社 10.5% 

卸売業 8 社 10.5% 

小売業 10 社 13.2% 

サービス業 6 社 7.9% 

その他 18 社 23.7% 

計 76 社 100.0% 

  

 

 

 

 

規模 回答社数 構成 

～20 人 2 社 2.6% 

21～50 人 1 社 1.3% 

51～100 人 5 社 6.6% 

101～300 人 11 社 14.5% 

301～500 人 12 社 15.8% 

501～1,000 人 8 社 10.5% 

1,001～3,000 人 21 社 27.6% 

3,001 人以上 16 社 21.1% 

計 76 社 100.0% 
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１．世界経済について 

（質問内容） 

２０１７年の世界経済は２０１６年と比較してどうなると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（昨年調査結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体では、「現状程度」との予想が４割弱（３７.３％）を占めた。「好転」・「やや好転」と

の予想（２８.０％）が、「悪化」・「やや悪化」（２５.４％）を上回った。 

業種別にみると、「現状程度」は、製造業３６．０％、非製造業３８.０％とほぼ同水準であ

った。また、製造業で「好転」との予想はなく、非製造業では「悪化」との予想はなかった。 

 

 

悪化判断 25.4％ 好転判断 28.0％ 

悪化判断 31.2％ 好転判断 15.6％ 
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２．国内経済について 

（質問内容） 

２０１７年の国内経済は２０１６年と比較してどうなると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（昨年調査結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全体では、４割半ば（４５.３％）が「現状程度」と予想した。「悪化」との予想はなかった。

「好転」・「やや好転」が３割強（３２.０％）と「やや悪化」の予想（１８.７％）を上回った。 

  業種別にみると、製造業では４割が「やや好転」（４０.０％）と予想し、「現状程度」（４０.

０％）と同率であった。一方、非製造業では５割弱が「現状程度」（４８．０％）と予想した。 

 

 

悪化判断 18.7％ 好転判断 32.0％ 

好転判断 37.7％ 悪化判断 13.0％ 
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３．株価の動向について 

（質問内容） 

２０１７年末時点の株価水準は具体的にどの程度と予想しますか（１，０００円刻み）。 

［ご参考：調査開始前日（平成２８年１２月２日） 終値 １８，４２６円０８銭］ 

（調査結果）【図表３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（昨年調査結果） 

［ご参考：昨年調査開始前日（平成２７年１２月４日） 終値 １９，５０４円４８銭］                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１月の米国大統領選挙以降、トランプ政権への期待が膨らみ、足許日経平均株価は堅調に

推移している。「１８，０００～１９，０００円」（２９．７％）との予想が最も多く、次いで

「１７，０００円～１８，０００円」（２８．４％）との予想が多かった。２１,０００円以上

との予想はなかった。一方、１６，０００円を下回る株価予想は、全体の２.７％に止まった。 
 

 

 

※単純平均予想：１８，２７６円 

※単純平均予想：１９，６９６円 
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４．為替の動向について（ドル/円） 

（質問内容） 

２０１７年末時点の為替水準は具体的にどの程度と予想しますか（５円刻み）。 

［ご参考：調査開始前日（平成２８年１２月２日） １１３円９４銭～９６銭（東京１７時）］ 
 

（調査結果）【図表４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （昨年調査結果） 

［ご参考：昨年調査開始前日（平成２７年１２月４日）    １２２円７７銭～７９銭（東京１７時） ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「１１０～１１５円」との予想が最も多く、全体の４割半ば（４４．６％）を占めた。次い

で「１０５～１１０円」（２８．４％）との予想多かった。１２０円以上の「円安」水準を予

想する議員はいなかった。また、９５円以下の「円高」水準を予想する議員もいなかった。 

 

 

 

 

※単純平均予想：１１１．７９円 

※単純平均予想：１２１．２６円 
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５．貴社の経営状況について 

（質問内容） 

２０１７年の貴社の経営状況は２０１６年と比較してどのようになると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （昨年調査結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足許経済情勢が、緩やかな回復基調で推移していることもあって、全体の５割半ばが「現状

水準」（５５.４％）を占めた。一方で「厳しくなる」・「やや厳しくなる」（２３.１％）が「好

転」・「やや好転」（１６．９％）を上回った。 

業種別では、製造業の「現状水準」が４８.０％であったのに対して、非製造業では、「現状

水準」が６０.０％となった。 
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６．貴社の取り組みについて（複数回答可、３つまで） 

（質問内容） 

前記設問の回答を踏まえ、２０１７年に貴社が重点的に取り組むことは何ですか。 

 

（調査結果）【図表６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体では、「コスト削減の強化」が６割半ばを占めた。（６５.８％）次いで、「新事業分野へ

の参入」（３２.９％）、「海外展開の拡大」（２３.７％）、「設備投資の拡充」（１９.７％）と続

いた。 

  一方、「賃金水準の引き上げ」（３.９％）は、低水準に止まった。 

  

 

（ご参考/前年調査） 

全体として「コスト削減の強化」との回答が６割弱と最も多かった（全体５８.２％、製造

業６３.３％、非製造業５５.１％）。 

次いで、「設備投資の拡充」（２９.１％）、「海外展開の拡大」（２７.８％）、「新事業分野へ

の参入」（２４.１％）が２割を上回る回答を得た。 
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７．２０１７年に期待すること（複数回答可、３つまで） 

（質問内容） 

２０１７年に特に期待することは何ですか。 

 

（調査結果）【図表７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「国内景気の持続的改善」が最も高く全体では、６割強を占めた。（６３.２％）次いで、「個

人消費の拡大」（４８．７％）、「為替の安定」（３０．３％）、「労動力不足の解消」（２６.３％）、

「デフレからの着実な脱却」（２５．０％）、などが続いた。 

 

 

（ご参考/前年調査） 

全体として、「国内景気の持続的改善」との回答が８割弱と最も多かった（全体７５.９％、

製造業６６.７％、非製造業８１.６％）。次いで、「個人消費の拡大」（４４．３％）、「労働力

不足の解消」（２５.３％）、「規制緩和・規制改革の促進」（２２.８％）と続いた。 

 


